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2011年に発生した東日本大震災では地震及び津波により、建築物や構造物、ライフライン等

に甚大な被害が発生した。港湾施設においても岸壁の被災に伴い、船舶が着岸できず、物資や

人の輸送に大きな影響を及ぼした。現在、四国においては南海トラフを震源とするマグニチュ

ード8～9クラスの地震が今後30年以内に70～80％の確率で発生すると言われており、甚大な被

害が想定されている。本稿では過去の大規模地震災害における岸壁の使用事例や応急復旧事例

を基に検討した南海トラフ地震発生後における岸壁の使用可否判断や暫定使用の考え方につい

て報告する。 
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1.  はじめに 

 
 四国は海に囲まれており、南海トラフ地震発生により

本州四国連絡橋が被害を受けた場合、本州からの陸上輸

送ができず、災害復旧が長期化する可能性が考えられる。

そのため、四国管内の岸壁は発災時の船舶を利用した物

資や人の緊急輸送の観点から重要な役割を担っている。 
また、南海トラフ地震に対応した「四国の広域的な海

上輸送の継続計画」では、南海トラフ地震発生から 3日
後には緊急物資輸送を開始することを目標としており、

岸壁の点検後、速やかに岸壁の使用可否判断を行う必要

があるが、被災を受けた岸壁の使用可否を判断する基準

がないため、過去の大規模地震における対応事例を基に

検討を行ったものである。 
 

 

2.  南海トラフ地震発生時の四国管内主要岸壁への

影響 
 
(1)   検討対象岸壁 

四国管内の主要港とそこに位置する岸壁を図-1に示す。

一般的な岸壁の形式としては、重力式、矢板式、桟橋式

等があるが、四国管内の主要な岸壁のほとんどは重力式

である。参考に岸壁の形式別の断面例を図-2に示す。 
 なお、重力式岸壁は土圧、水圧等の水平作用に対して

本体重量によって抵抗するため、地震に対して変形は生 

じるものの安定性が急激に失われることは少なく、地震

後の暫定使用には有利な面がある。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1  対象岸壁一覧 

 

 

図-2  岸壁の形式別の断面例 

 

外港地区 岸壁(-13m) 

外港地区 岸壁(-10m)(耐震) 

中央地区 岸壁(-7.5m)(耐震) 

富田地区 岸壁(-10m) 

富田地区 岸壁(-12m) 

金子地区 岸壁(-14m) 

村松地区 岸壁(-12m) 

朝日地区 岸壁(-12m)(耐震) 

朝日地区 岸壁(-10m) 

玉藻地区 岸壁(-10m) 

池島地区 岸壁(-13m) 串の浦地区 岸壁(-6.5m) 

沖洲地区 岸壁(-8.5m)(耐震) 

赤石地区 岸壁(-10m)① 

赤石地区 岸壁(-13m)① 

松山港 

今治港 

東予港 
三島川之江港 高松港 

徳島小松島港 

高知港 

須崎港 宿毛湾港 

三里地区 岸壁(-11m) 

三里地区 岸壁(-12m) 



(2)   南海トラフ地震による岸壁への影響 
 地震発生後の岸壁の変位量は二次元地震応答解析によ

る岸壁の耐震性能照査により予測可能であり、過年度業

務において、四国管内主要岸壁の耐震性能照査を実施し、

東南海・南海地震（発生頻度の高い地震）、南海トラフ

巨大地震（最大クラスの地震）の2つの南海トラフを震

源とする地震が発生した際の岸壁の水平変位量等を予測

している。 

 
 

3.  過去の大規模地震における暫定使用の事例 

 

(1)  災害時に必要となる岸壁の延長 
 過去に発生した兵庫県南部地震や東北地方太平洋沖地

震等では物資輸送船舶が暫定使用した岸壁の利用状況が

整理されている。 

 兵庫県南部地震において整理されている物資輸送船舶

の種類別、規模別の隻数を表-1に示す。1）これによると

物資輸送船舶は5,000総トン未満が主流であったことが

分かる。（1総トンは船舶の容積を表す指標で7m3≒1総

トンで表される。） 

なお、艦船等とは自衛隊・海上保安庁が所有している

船舶である。 

 

表-1  物資輸送船舶の内訳 

トン階級 貨物船 貨客船 ﾀｸﾞﾎﾞｰﾄ 艦船等 合　計 割　合

100総トン未満 3 0 1 38 42 7.5%

300総トン未満 3 0 1 59 63 11.3%

500総トン未満 4 0 0 74 78 14.0%

1,000総トン未満 5 0 0 60 65 11.6%

2,000総トン未満 0 1 0 56 57 10.2%

5,000総トン未満 0 0 0 132 132 23.7%

5,000総トン以上 0 0 0 121 121 21.7%

合　　　計 15 1 2 540 558 100.0%
 

 

また、東北地方太平洋沖地震及び熊本地震において自

衛隊・海上保安庁の艦船や貨物船等の係留に必要な岸壁

延長が図-3及び図-4のとおり整理されている。2）これに

よると、岸壁延長が130mあれば、官公庁船は95％程度、

艦艇・船艇は80％程度、貨物船及びタンカー船は100％

係留可能であり、一部の大規模な艦船や官公庁船を除き、

ほとんどの船舶が接岸可能であったことが分かる。この

ため、物資輸送船舶が係留するために必要な岸壁延長と

しては、少なくとも130mが使用可能な状態で確保できる

ことを目安として考えることとした。 

 

 

 

 

 

図-3 各船舶係留における必要な岸壁延長 

（艦艇・船艇，官公庁船） 

 

 

図-4 各船舶係留における必要な岸壁延長 

（貨物船，タンカー） 

 

 (2)  岸壁の変位状況と岸壁使用事例 
 過去に発生した地震における岸壁の使用事例としては、

兵庫県南部地震では神戸港、東北地方太平洋沖地震では

小名浜港で整理された資料がある。神戸港及び小名浜港

における岸壁の変位状況について残留水平変位と傾斜角

を表-2に示す。3）4） 

 

表-2  暫定使用岸壁事例 

 

130m 

130m 

岸壁延長(m) 

岸壁延長(m) 



(3)  岸壁の暫定使用可否判断基準 
耐震岸壁に求められる基準は「港湾の施設の技術上の

基準・同解説」に記載があるものの、岸壁を暫定使用す

るための基準が示された文献は存在しない。このため、

過去の地震発生時における岸壁の暫定使用事例を参考と

して岸壁の暫定使用可否の判断基準を検討する。 

前述のとおり、物資輸送船舶が係留するために必要な

岸壁延長は130mとして、兵庫県南部地震における神戸港

の岸壁において変位が小さい130m区間を暫定使用するも

のとして表-3のとおり整理した。 

なお、表-2に小名浜港（福島県）で暫定使用された岸

壁の事例も整理されているが、神戸港と比べ地震に伴う

岸壁法線の残留水平変位が比較的小さいため検討対象か

ら除外することとした。 

 

表-3  兵庫県南部地震における神戸港の岸壁変位状況 

 

 

ここで、岸壁の水平変位量に着目すると、RC7岸壁の

ようにもともとの岸壁法線から最大4.0mの変位が発生し

ているものもあるが、全体的に水平変位量の最大値と最

小値の差を見ると0.3m程度の範囲で出入りしており、各

岸壁とも船舶係留延長130m区間については、一定の直線

性が保たれた状態になっていることが分かる。  

このように、岸壁の暫定使用の可否は最大水平変位量

で決まるものではなく、岸壁法線の水平変位量の差の大

小で判断されていることが分かる。以上を踏まえ、神戸

港の岸壁における延長130m間の岸壁法線の水平変位量と

傾斜角を基に暫定使用した岸壁の水平変位量と傾斜角の

平均値、標準偏差、許容値について表-4のとおり設定し

た。 

なお、許容値は平均値に対し標準偏差の範囲を有効な

値として平均値＋標準偏差の値を有効数字1桁で切り上

げて設定した。 

以上より、岸壁法線の水平変位量3m、傾斜角5°、岸

壁法線の水平変位差0.4mを岸壁の暫定使用可否判断基準

とした。 

これにより、岸壁の使用可否を判断する際には図-5及

び図-6に示す箇所を施設点検し、岸壁の変位が許容値に

収まっているかどうかを迅速に確認することが可能であ

る。 

 

表-4 暫定使用延長130mに係る岸壁変位量の許容値 

 

 

 

図-5 岸壁の使用可否判断の点検箇所（平面図） 

 

 

 

 

図-6 岸壁の使用可否判断の点検箇所（断面図） 

 

 

(4)  岸壁の暫定使用における使用制限 
岸壁延長 130ｍが確保されていなければ、岸壁の暫定

使用ができないのかについて、さらに検討を行った。そ

の結果、船舶を係留するために必要な係船柱が確保でき

ること、岸壁と船舶が接する長さ（本稿では便宜上「パ

ラレルサイド長」と呼ぶ）において必要な防舷材が確保

できることといった使用制限を設けることで、岸壁の暫

定使用が可能であることが有識者へのヒアリングで明ら

かとなった。使用制限による岸壁の暫定使用のイメージ

を図-7に示す。 

パラレルサイド長は「港湾の施設の技術上の基準・同

解説 5）」に、一般的に船舶の延長の 1/3～1/2 を目安と

して良いとの記載がある。例えば、5,000 総トンの船舶

であれば長さは 120ｍ程度であり、その 1/2 と考えると

パラレルサイド長は 60ｍ程度と考えてよい。このパラ

レルサイド長に対して必要となる防舷材、係船柱の数量

を表-5に示す。 

傾斜角 5°以下であること 

エプロン 

ケーソン 



なお、岸壁の暫定使用の可否判断にあたって、地震発

生後の施設点検においては防舷材、係船柱の位置関係の

確認も重要となる。 

 

 

図-7 使用制限を設けての岸壁の使用イメージ 

 

表-5 防舷材及び係船柱の必要最低限基数 

 
 

 

4.  応急復旧の検討 

 

 岸壁の暫定使用が可能である場合、最低でも船舶を着

岸させ、物資等の荷役を行うことはできる。 

しかし、地震により岸壁法線が出入りしていることを

考えると、岸壁背後のエプロンは沈下や段差が生じてい

ることが想定される。そのため、地震発生時に迅速に応

急復旧が行えるよう、兵庫県南部地震等の過去の地震発

生後の岸壁等施設復旧の実績（表-6参照6））を参考にし

て四国管内主要岸壁における各岸壁の応急復旧の検討を

行った。 

 

表-6 応急復旧の内容 

 
 
 

重力式岸壁の応急復旧としては、背後エプロンの沈下

部分の埋戻しが想定される。背後エプロンの沈下部分を

埋戻しする復旧イメージを図-8に示す。 

 

 
図-8 埋め戻しによる復旧イメージ 

 
 

5.  まとめ 

 

本検討により、地震発生後の施設点検及び岸壁の暫定

使用の可否判断の迅速化が期待できる。 

また、船舶を係留するために必要な係船柱及びパラレ

ルサイド長において必要な防舷材が確保できれば、岸壁

延長が130mなくても暫定使用ができる。 

本検討をによる知見が南海トラフ地震による被災地の

早期復旧の助力になれば幸いである。 
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